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【要旨】 

現在，道路橋の技術基準に関しては，要求性能の検証方法として部分係数設計法の導入検討が進められている．

本研究では，鋼道路橋上部構造を対象に，部材等の実験データを基に抵抗側の部分係数の設定方法の検討を行う

とともに，構造合理化の観点から座屈強度関連の照査式や厚板・多列を前提とした高力ボルト摩擦接合継手の設

計法について検討を行うものである． 

厚板・多列を前提とした高力ボルト摩擦接合継手の設計法については，接触面に無機ジンクリッチペイントを

塗装した場合の継手性能について，実験的・解析的検討を行った．座屈強度関連の照査式については，鋼箱形断

面圧縮部材及び局部座屈を考慮する 3 部材について，座屈パラメータに対する既往の実験及び解析データの整理，

分析を行い，設計に用いる基準耐荷力曲線の提案を行った．また，抵抗側の部分係数の設定方法の検討について

は，現行設計法との整合性の確保を基本方針として，鋼部材としての限界状態及び抵抗側の部分係数の設定方法

の提案を行い，安全余裕の分析を行った．  

 

キーワード：構造合理化，部分係数設計法，抵抗係数，高力ボルト摩擦接合，すべり耐力，座屈強度 
 

1．はじめに 

土木・建築分野の各種構造物の設計に係わる技術

基準については，文献 1)の考え方に沿って，検討・

改定を進めていくこととされており，この中で要求

性能を満たすことの検証方法として信頼性設計の考

え方を基礎とする限界状態設計法の導入が求められ

ている．現在，道路橋に関する技術基準である道路

橋示方書 2)（以下，道示）については，技術基準の

国際的整合への対応を図るとともに，品質を確保し

つつより合理的かつ効率的な道路橋整備を可能とす

るため，要求性能の明確化及び充実化並びにみなし

規定の充実化に向けた次期改定のための調査検討が

行われており，要求性能の検証方法として限界状態

設計法の 1 つである部分係数設計法の導入検討が進

められている． 

過年度に実施したプロジェクト研究（平成 17-20

年度）では，鋼道路橋設計への部分係数設計法の導

入に向けた検討を行い 3)，鋼桁橋を対象に部分係数

の設定の考え方及び部分係数書式に基づく基準試案

を提示している．一方で，荷重係数の検討を踏まえ

た上で，鋼桁以外の形式も含めた抵抗係数の設定に

向けた検討を行うとともに， 個別部材の強度照査規

定に関しては，コスト縮減に向けた構造合理化を踏

まえ，規定の充実を図っていく必要がある． 

本研究は，鋼橋上部構造を対象に，抵抗側の部分

係数の設定方法の検討を行うとともに，構造合理化

の観点から座屈強度関連の照査式や厚板・多列を前

提とした高力ボルト摩擦接合継手の設計法について

検討を行うものである． 

平成 21～24 年度には，主として高力ボルト摩擦接

合継手のすべり耐力試験を行い，塗膜厚等の接合面

の塗装条件がすべり係数に与える影響について検討

を行った．また，鋼アーチ橋や鋼トラス橋の圧縮部

材として使用頻度の高い溶接箱断面部材の座屈強度

を対象として，実構造断面諸元の整理，強度の支配

因子である残留応力データの収集，弾塑性 FEM，既

往の実験データの整理分析等を行い，設計に用いる

基準耐荷力曲線について検討し，以下を提案した． 

・厚板多列高力ボルト継手の設計法 

・圧縮力を受ける箱断面柱の基準耐荷力曲線 

これらの検討成果は，平成 24 年 2 月に改定された道

示に反映されたところである． 

平成 25 年度は，鋼部材としての限界状態及び抵抗

側の部分係数の設定方法並びにその具体的な数値に

ついて検討した．また，合理化の観点から，局部座

屈強度規定を対象として，座屈パラメータに対する
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既往の研究データを整理分析し，設計に用いる基準

耐荷力曲線を検討した． 

 

2．高力ボルト摩擦接合継手の合理化に関する検討

2.1 研究の背景と課題 

近年，部材の簡素化，構造の合理化を図った鋼橋

の普及により，板厚 50mm を超える厚板鋼板を使用す

る事例が増えてきている．鋼板の接合方法には，主

に溶接継手と高力ボルト摩擦接合継手の 2 種類が用

いられているが，溶接接合は厚板になるほど多層溶

接となり品質管理や現場工期が課題となるため，施

工性・経済性の面から，高力ボルト摩擦接合が採用

される場合が多い．一方，高力ボルト摩擦接合の設

計にあたって，道示では，接触面の処理方法に関わ

らず一定のすべり係数やボルト列数の制限を規定し

ており，これらが合理化の妨げとなって，継手が多

列化・大型化する事例や溶接接合を採用する事例が

見られる．また，高力ボルト摩擦接合の厚板鋼板へ

の適用については，ボルト列数，フィラー，肌すき，

塗膜厚等の各種構造諸元がすべり耐力に及ぼす影響

について，設計法として明らかにすべき点も残され

ている． 

 

2.2 研究内容 

本研究では，平成 21 年度より，厚板・多列となる

高力ボルト摩擦接合継手の適用を前提とした設計法

の提示を目的として，大阪市立大学との共同研究「高

力ボルト摩擦接合継手の設計法の合理化に関する共

同研究」4)として，厚板鋼板を用いた多列の高力ボ

ルト摩擦接合継手を対象として，接触面に無機ジン

クリッチペイントを塗装した場合の継手性能につい

て，実験的・解析的検討を行った．主な検討内容を

以下に示す． 

（1）厚板多列継手試験体を用いたすべり耐力試験に

よる各種構造諸元の影響の検討 

（2）多列配置モデルを用いた FEM 解析による荷重伝

達機構の分析 

（3）既往のすべり耐力試験結果も含めたすべり係数

の分析 

（4）（1）～（3）を踏まえた摩擦接合継手の設計法

の検討 

 

すべり耐力試験では，厚板鋼板を用いた高力ボル

ト摩擦接合継手試験体 51 体を製作してすべり耐力

試験を行い，母板・連結板の厚さ，ボルト列数，

フィラープレート，肌すき，塗膜厚などの構造諸元

が継手性能に及ぼす影響について検討を行った．数

値解析では，各種構造諸元についてパラメータ解析

を実施し，すべり挙動及びすべり耐力に与える影響

について分析を行うとともに，厚板を用いた高力ボ

ルト摩擦接合継手の荷重伝達機構について検討を行

った．  

 

2.3 研究成果 

本研究では，接触面に無機ジンクリッチペイント

を塗装した F10T-M22 の高力ボルト摩擦接合継手を

対象に，板厚，ボルト列数及び母板間の板厚差をパ

ラメータとした試験体のボルト軸力の計測及びすべ

り耐力試験を行い，厚板及び多列化や母板間の板厚

差が継手性能に及ぼす影響について検討した。得ら

れた主な結果を以下にまとめる。なお，詳細な試験

結果については，参考文献 5)にまとめている． 

（1）接触面に無機ジンクリッチペイントを塗装した

板厚75mmで12列まで諸元を変化させた全ての

試験体において，すべり係数は道示に規定され

るすべり係数 0.4 を上回った。 

（2）母板厚の影響に関して，ボルト軸力導入後の軸

力残存率及びすべり係数μ2 ともに，試験体ご

との平均値で比較した場合，板厚による違いは

ほとんど見られなかった。ただし，母板厚 75mm

で 3 列の試験体では，すべり係数のばらつきが

大きいとともに，一部ではすべり係数が相対的

に低いものも見られた。 

（3）多列化の影響に関して，ボルト列数によるボル

ト軸力導入後の軸力残存率の違いは，ほとんど

見られなかった。一方，すべり係数は，12 列の

場合，8列の場合と比べて母板厚50mmでは1％，

母板厚 75mm では 7%低下した。また，継手内

の母材と連結板間の相対変位量について，8 列

及び 12 列の試験体では，すべり耐力に至るまで

に継手中央と端部（内側，外側）で差が著しく

なる挙動が確認され，端部側に作用力が大きく

なる傾向にあることが，すべり係数の低下に影

響を及ぼしたと考えられる。 

 

3. 鋼箱形断面圧縮部材の耐荷力に関する検討 

3.1 研究の背景と課題 

鋼橋の圧縮部材の耐荷力に関しては，海外の設計

基準等では初期不整や断面形状等の条件に応じて区

分された複数の耐荷力曲線が与えられている．一方，
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道示における基準耐荷力曲線は，設計の煩雑さの回

避から，各種条件下の耐荷力曲線に対する下限値（圧

縮側の残留応力（以下，残留応力）を 0.4σy（σy：

鋼材の降伏点），初期たわみを L/1000（L：部材長）

と仮定した I 形鋼の弱軸に関する耐荷力曲線）を基

本に設定されたものであり，既往の研究成果 6)～9)や

複数耐荷力曲線が採用されている海外基準 10)を踏ま

えると，耐荷力に影響を与える断面形状や初期不整

に応じて強度分類することにより，耐荷力曲線を合

理的に設定できる余地がある． 

 

3.2 研究内容 

本研究では，現行道示に準じた溶接箱形断面部材

を対象として，初期不整（残留応力，初期たわみ）

や断面形状等の諸条件が耐荷力に与える影響を解析

的に分析するとともに，既往の研究成果による耐荷

力推定式 6)を基に，既往の耐荷力実験データ及び新

たに実施した解析データを踏まえて溶接箱形断面部

材の設計に適用するための耐荷力曲線を提案した．

検討フローを図-3.1 に，検討項目を以下に示す． 

(1) 弾塑性有限変位解析による溶接箱形断面部材の

耐荷力に関する検討 

現行道示により設計された溶接箱形断面部材

を対象として，断面形状や初期不整などをパラ

メータとした影響感度解析を，シェル要素を用

いた弾塑性有限変位解析により行い，各種のパ

ラメータが耐荷力に及ぼす影響を明らかにする． 

(2) 溶接箱形断面部材の耐荷力曲線に関する検討 

既往の研究成果の分析を行い，現行規定を満

たす耐荷力実験結果や初期不整の計測結果を抽出し，

前項の解析結果を踏まえて耐荷力に及ぼす影響の大

きい因子である断面形状及び初期不整をパラメータ

とした耐荷力曲線の推定式を検証するとともに，初

期不整の計測結果を踏まえ溶接箱形断面部材の耐荷

力曲線について検討する． 

3.3 研究成果 

本研究では，設計の合理化の観点から，圧縮部材

として適用頻度の高い溶接箱形断面部材を対象とし

て，初期不整や断面形状等が耐荷力に与える影響を

解析的に検討するとともに，既往の実験データを含

む研究成果の分析を行い，溶接箱形断面部材の設計

に適用するための耐荷力曲線について検討した． 

溶接箱形断面を対象とした種々のパラメータを用

いた弾塑性有限変位解析により，初期不整（初期た

わみ，残留応力）が耐荷力に与える影響を定量的に

評価した．また，残留応力の分布形状やその大きさ

の違いによる断面内の塑性化の進展状況を明らかに

し，これにより耐荷力に差異が生じることを確認し

た．詳細は文献 11)にまとめている．  

また，既往の実験データを整理するとともに（図

-3.2），初期不整（初期たわみ，残留応力）を変数と

した信頼性の高い耐荷力曲線の推定式を用い，既往

の残留応力の計測データを参考にして，残留応力を

0.25σy，初期たわみを L/1000 とした溶接箱形断面部

材の設計に用いる耐荷力曲線を提案した（図-3.3）．

今回提案した耐荷力曲線は，溶接箱形断面部材に対

して，H14 道示の耐荷力曲線に比べて最大で 10％程

度大きく耐荷力を評価している．断面形状に応じて

これらの耐荷力曲線を使い分けることにより，設計

の合理化に資するものと考えられる． 
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図-3.2 溶接箱形断面耐荷力曲線と既往の 

実験値 8),9)との比較 

 

 

図-3.1 検討フロー 
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図-3.3 耐荷力曲線と推定式の関係 

 

4．部分係数設計法に関する検討 

4．1 研究内容 

これまで現行道示で設計された鋼道路橋の信頼性

レベルや鋼部材の抵抗側部分係数（以下，抵抗係数）

に関して，過去には文献 12)～14)等，最近では文献

15)等多くの調査研究が行われてきている．ただし，

これらの信頼性を考慮した設計法の実務への適用に

関しては，長年の実績がある現行の許容応力度設計

法との整合性の確保を含め，照査書式や部分係数の

設定方法等，検討すべき課題も多く，現行設計基準

が有する信頼性を評価し，抵抗係数を具体的に提示

するという，実用化に重点をおいた系統立てた検討

が必ずしも行われてきているわけではない． 

土木研究所では過年度までに鋼道路橋の大半を占

める鋼桁橋を対象として，現行設計法の信頼性評価

や，抵抗係数の設定に関する検討を行ってきた 3)．

本研究では，これらの検討結果を元に，照査書式に

ついて現行設計との整合性の観点から検討を行った．

具体的には，部分係数設計法が抵抗特性等の不確実

性の影響を考慮して適切な安全余裕を与える設計体

系であり要求事項を明確なものとする必要があるこ

とから，許容設計応力度法における各種基準耐荷力

と安全率設定の考え方を整理した． 

  また，鋼橋上部構造に要求される性能を満たすこ

とを検証するために必要な限界状態及び工学的な評

価指標の設定を行い，それぞれの限界状態に対する

抵抗係数の設定方法を検討した． 

 

4．2 道示の各種強度規定における安全率の整理 

鋼橋上部構造の設計では，荷重に対する安全性等

の照査に関して，荷重組合せによる作用応力度と安

全率を考慮して設定された許容応力度を比較するこ

とにより照査する方法（許容応力度設計法）が用い

られている．安全率については，材料または部材の

限界状態とする強度に対して表-4.1 に示す値が確保

されるように規定されている．安全率の値は，設定

当時の技術水準や経験等の時代背景を踏まえて設定

されてきており，強度規定間の整合性が必ずしも図

られていない部分も見受けられる． 

各種許容応力度規定の基本となる強度（以下，基

準耐荷力）については，改定当時の知見に照らして

概ね以下の考え方を基本に設定されているものと考

えられる． 

(1) 耐荷力に影響する構造パラメータを考慮すると

ともに，初期不整等の設計・施工の条件を踏まえ

た上での，実験データ及び解析データで得られた

耐荷力の下限値を基本に設定 

(2) 座屈のように最大耐荷力（最大強度）を超える

荷重や変形を受けた時に，それ以降，耐荷力が急

激に低下する場合（座屈パラメータが大きく，ね

ばりのない構造となる場合）に対しては，耐荷力

の下限値よりも，さらに安全余裕をもたせた設計

基準耐荷力を設定 

一方で，(2)の安全余裕については，現状の知見に

照らすと以下の課題が挙げられる． 

① 安全余裕の整合が必ずしも図られていないため，

部分係数設計法を導入する段階で強度規定間の

整合を図るのが難しくなる可能性がある． 

② 部材の基準耐荷力は，本来耐荷力に影響する構

造的特徴により強度分類されることが合理的な

場合があるが，実務上の煩雑さを避けるべく，

全分類の強度の下限値を基本に基準耐荷力を設

定している場合があり，合理化の余地がある． 

上記に該当する例として，①では自由突出板，両

縁支持板の圧縮強度，②では柱（溶接箱断面）の圧

縮強度が挙げられることから，適切な基準耐荷力の

設定を行う必要があると考えられる． 

現行基準における安全率と設計限界値（許容値）

の関係について，引張部材及び圧縮部材（座屈の生

じる場合）を例として図-4.1 に示す．これらは常時

荷重に対する安全率の考え方を示したものであり，

許容応力度の割り増しは考慮していない． 
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引張部材の設計限界値は，降伏強度から安全率 1.7

程度を確保した点，または引張強度から安全率 2.2

程度を同時に確保するように定められている．また，

圧縮部材（座屈の生じる場合）の設計限界値は，座

屈強度に対し安全率 1.7 程度を確保するように定め

られている． 

 

4．3 部材等の限界状態の整理と設計限界値 

鋼橋上部構造を構成する部材等の限界状態に関し

ては，橋の重要度，橋全体の性能や各種作用に対し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

て考慮する限界状態に応じて，床版，床組，桁など 

の部材等ごとに具体的に設定することも考えられる

が，橋全体系の性能を満たす部材等の組合せは複数

想定され，各組合せ全てを網羅して橋の限界状態を

設定し，それを照査するのは困難であると考えられ

る．したがって，部材等の限界状態を設定したうえ

で，全ての部材等が各限界状態に対して適当な安全

余裕を有することで，橋全体系の性能を代表させる

こととした．なお，部材等の限界状態は，材料・構

造によらない普遍的な表現として，供用性，修復性，

(a) 引張部材 (b) 圧縮部材(座屈の生じる場合) 

図-4.1 現行設計における設計限界値の例 

変位（ひずみ）

荷重（応力）

注）実際は溶接時の残留応力により点線の経路となる

ことが想定されるが、ここでは降伏棚を用いて説明する

設計限界値

安全率1.70

～1.76程度

安全率2.2程度

引張強度σt

降伏強度σy

座屈強度σcr

変位（ひずみ）

荷重（応力）

設計限界値

×安全率1.7程度

表-4.1 道示の主な強度規定と安全率 

想定する限界状態
改訂時期

※1
基準耐荷力の考え方

　SM400，SM490Yほか
1.70程度

（1.68～1.72）
S39

　JIS規格の下限値，引張強度に対する
　安全率は3程度

　SM570
1.76程度

（1.75～1.76）
S48

　JIS規格の下限値，引張強度に対する
　安全率は2.2程度

2 　中心圧縮材の全体座屈 　全体座屈 1.70程度 S48 　実験結果の下限値を基本　※2

3 　横倒れ座屈 　全体座屈 1.70程度 S48 　実験結果の下限値を基本

4
　山形及びT形断面を
　有する圧縮部材

　全体座屈 1.70程度 S48 　実験結果の下限値を基本

5 　両縁支持板 　局部座屈 1.70程度 S55 　実験結果の下限値を基本　※3

6 　自由突出板 　局部座屈 1.70程度 S55 　実験結果の下限値を基本　※3

7 　補剛板 　局部座屈 1.70程度 S55 　実験結果の下限値を基本　※3

8 　アーチ面外座屈 　面外全体座屈 2.00 S48 　※4

9 　アーチ終局強度 　主に面内全体座屈 1.70 S55 　※5

10 　高力ボルト摩擦接合 　すべり 1.70 H2 　すべり係数0.4は，実験の下限値

　強度区分　4.6 1.71 H2

　強度区分　8.8 1.83 H2 　降伏比が高いことを考慮して高めに規定

　強度区分　10.9 2.00 H2 　降伏比が高いことを考慮して高めに規定

12 　アンカーボルト 　せん断降伏 2.20～2.49
S14
以前

　施工性の不確実性などに配慮し，
　許容応力度を70%へ低減

　吊橋 3.00 S48 　※6

　斜張橋 2.50 H2 　※7

　直線部 3.50 S48 　※8

　曲線部 4.50 S48 　※9

　※8　死荷重の占める割合が小さく，活荷重応力の発生頻度も大となるため，としている
　※9　ケーブル断面が大きい場合はハンガーを2つ折りにしてケーブルにかける方法をとることがある，この場合ハンガーは局部的に大きく曲げられるので，その影響を考慮している

　※2　各種の断面形状を対象とした実験結果の下限値相当としている．　安全余裕は座屈パラメータの大小に関わらず一定としている
　※3　座屈パラメーターの大きい領域では，基準耐荷力曲線に安全余裕を持たせている
　※4　当時の改訂根拠資料によれば，「座屈現象が直ちに落橋，人命の損傷を意味する座屈の場合は安全率を２にとる」としている
　※5　非線形性の影響を考慮している
　※6　降伏点に相当する0.7%全伸び耐力に対して2.0の安全率をとると破断に対する安全率は2.8となる，曲げ剛性等による二次応力も考えられるので安全率3.0をとることとしている
　※7　吊橋に比べ，二次応力の影響が小さいことを考慮し，我が国での長大支間の斜張橋の実績，海外の基準等を参考としている

　降伏

13 　ケーブル 　破断

14 　ハンガーロープ 　破断

　※1　SI単位系への移行を除く

製品
材料

部材

強度規定

構造

基準耐荷力に対する安全率

1
　許容軸方向引張応力度
　許容曲げ引張応力度

　引張降伏
　　※　降伏比が大きい場合
　　　　　には引張強度で規定

11 　仕上げボルト
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安全性の観点から，表-4.2 に示すとおり耐荷性能に

対して，3 段階の限界状態を設定した．これに対し

て，鋼橋における部材等の限界状態の工学的な指標

の例示として，橋の耐荷性能に関する部材等の限界

状態に用いる工学的指標の例を表-4.3 に示す． 

また，図-4.2 に橋の耐荷性能に関する部材等の限

界状態を例示する．引張部材の場合には，降伏強度

が使用限界状態に，引張強度が終局限界状態に対応

する．圧縮部材の場合にも，同様に使用限界状態及

び終局限界状態に対応する点を概念的には図中に示

すことはできるが，使用限界状態を工学的指標によ

り設定するための十分な知見が必ずしも得られてい

るわけではない．このため，圧縮部材に対しては，

終局限界状態に対応する最大強度のみを設定して圧

縮部材の限界状態を代表させることになる．また，

曲げを受ける鋼桁の場合には，最大強度は，桁を構

成する板部材や桁断面または桁全体の降伏や座屈強

度により表されることになる． 

なお，終局限界状態を設定することの意味は，使

用限界状態を超えて塑性化に至るような状態を許容

する設計を指向することを意図しているものではな

い．部材として想定される限界状態に対して，適切

な安全余裕（抵抗係数）を考慮することにより，塑

性化させない状態にとどめることを求めるものであ

る． 

また，橋の構造条件と構成される部材の組合せに

よっては，必ずしも起こりえることが想定されにく

い部材の限界状態も考えられる．しかしながら，部

材という単位が，橋全体系の中で，どのような作用

に対して，どのような位置付けで使用されるかを基

準の中で特定することは難しい．また，性能規定化

によって，新技術の採用を検討する機会が増加する

中で，どのような材料・強度特性を有する部材等が

適用されるか想定することも難しい．以上のような

ことを踏まえると，部材レベルにおいては，図-4.2

に例示するように，可能性のある限界状態を要素，

部材，構造，橋全体の各レベルにおいて適切に設定

しておくことが必要と考えられる． 

部分係数設計法書式における設計限界値は，部材強

度の特性値に抵抗係数を乗じた値として求められる．

図-4.3 に，引張部材及び圧縮部材（座屈の生じる場

合）の設計限界値の例を示す．引張部材においては，

使用限界状態に対して一定の安全余裕を確保すると

ともに，最大耐力である終局限界状態に対しては，

十分な安全余裕を確保する観点での照査もあわせて

行うこととしている．使用限界状態に対しては，降

伏強度 Pyに抵抗係数φRyを乗じた点，終局限界状態

に対しては，引張強度 Pt に抵抗係数φRt を乗じた点

が設計限界値となる．終局限界状態である引張強度

に対する照査については，現行道示では陽な形で示

されておらず，降伏比の大きい高張力鋼（SM570 材）

の場合に対しては，降伏強度に対する安全率が若干

高めとなるように設定されている．部分係数設計法

で，現行道示の考え方を踏襲するためには，引張強

度に対する抵抗係数を設定し強度照査を行うか，ま

たは降伏強度に対する抵抗係数に対して，降伏比に

応じた補正係数を別途設定する方法が考えられる．

圧縮部材においては，前述の理由により，現時点で

は使用限界状態及び終局限界状態の両者に対する照

査ではなく，最大強度である終局限界状態に対して

のみ，十分な安全余裕が確保できているかを照査す

ることとしている．よって設計限界値は，終局限界

状態である座屈強度 Pcr に抵抗係数φRcr を乗じた点

となる． 

部材強度の特性値については，現行の設計基準と

の整合性を踏まえて設定するものとした．許容応力

度の設定にあたっては，これまで材料強度として JIS

規格値や，部材強度として実験データ等を踏まえた

下限値相当の基準耐荷力等が用いられてきた．この

ため，ここでは，実験データ等のばらつきを考慮し

たうえで，実験データがそれを下回る確率がある一

定の値以下となることが保証された強度の値，また

はそれと同等程度の値により設定することを基本と

している．具体的には，これまでの許容応力度の設

定における基準強度との整合を踏まえ，下限値相当

(2.3%フラクタイル値(平均値-2×標準偏差))の値を

特性値とすることを標準とした．
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使用限界状態 部材等の応答が可逆性を有し，かつ，有害な変位，変形又は振動が生じないとみなせる限界の状態 

修復限界状態 部材等の損傷の程度を限定的とし，修復が容易に行いうる範囲に留まるとみなせる限界の状態 

終局限界状態 部材等の強度に低下が生じないとみなせる限界の状態 

限界状態 

設計で 

考慮する状況 

使用限界状態 修復限界状態 終局限界状態 

永続支配 
・変形・振動 

(渦励振風速，変位制限値)
― 

・変形・振動 

(発散振動風速) 

変動支配 

・強度 

(降伏強度，すべり強度) 

・変形・振動 

(変位制限値) 

― 

・強度 

(引張強度，座屈による最大強度)

・変形・振動 

(変位制限値) 

偶発支配 ― 
・強度(最大強度) 

・変形(各限界状態に応じた変位) 

図-4.2 耐荷性能における部材等の限界状態の例 

曲
げ
モ
ー
メ
ン
ト

変位

Mu

Mu＝min{Mcrw，Mcrf，Mcrl，Mty}

最大強度：Mu

(終局限界状態)

線形限界点

※最大耐力の上限としては

Myとしている。

(c) 曲げ部材(鋼桁のみの状態) 

曲
げ
モ
ー
メ
ン
ト

Mu

My

Mu＝min{Mcu，Mcrw，Mtyu，Mtyl，Mtu}

線形限界点

最大強度：Mu

(終局限界状態)

※最大耐力の上限としては

Myとしている。

変位

(d) 曲げ部材(床版と一体化した状態) 

ねじれ座屈:    

下フランジの降伏:    

曲げ座屈:    

横倒れ座屈:   

Mcrf

Mcrw

Mty

Mcrl

コンクリートの圧壊:    

応力集中部の破断:   

下フランジの降伏:   

ウェブの座屈:    

上フランジの降伏:    

Mtu

Mty l

Mcrw

Mty u

Mcu

(a) 引張部材 

変位

引張力

Py

Pt

降伏強度
(使用限界状態)

引張強度
(終局限界状態)

(b) 圧縮部材 

変位

圧縮力

Pcr

最大強度
(終局限界状態)

弾性限界

表-4.3 耐荷性能に関する部材等の照査項目の例 

表-4.2 耐荷性能に関する鋼橋の部材等の限界状態 
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4．4 抵抗係数の設定方法に関する検討 

4．4．1 抵抗係数に含まれる安全余裕の内訳 

 抵抗係数φRは，鋼材料や鋼部材の強度特性等に関

する実験データの統計量を基に，信頼性設計の考え

方も踏まえつつ提案した．具体的には，荷重係数と

抵抗係数の組合せにより得られる安全余裕が，現行

設計と大きく乖離しないように，現行基準の信頼性

指標 βを評価し，抵抗係数を調整，提案した．設計

限界値は式（4.1）で与えられる． 

Rd＝φR・Rk ……………………………（4.1） 

ここに，Rd：設計限界値，φR：抵抗係数，Rk：部

材等の抵抗強度の特性値(強度の下限値を基本に設

定，以下，強度特性値)  

抵抗係数については，式（4.2）及び表-4.4 のとお

り，その内訳の分類・整理を行い，係数設定の考え

方の提案を行った． 

φR＝φM・φn・ψ ……………………（4.2） 

ここに，φM：抵抗強度に対する係数，φn：部材

等の重要度や破壊の影響度を考慮するための係数，

ψ：φM，φn 及び荷重側の安全余裕とは別に確保し

ておくべき安全余裕を考慮するための係数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4．4．2 抵抗強度に対する係数：φM 

 強度特性値を実験データの統計量の下限値相当

(平均値-2×標準偏差)としたうえで，抵抗強度に対

する部分係数φM=1.0 とした．表-4.5 に抵抗強度に対

する信頼性指標 β の試算結果を示すが，β は概ね 2

～3 程度の値となっており，強度照査項目間でも整

合性が概ね確保されることになる． 

 

 

 

項目 β 

引張部材 
引張降伏 2.3 

引張強度 3.0 

圧縮部材 

全体座屈 
圧縮柱 2.5 

横倒れ座屈 2.6 

局部座屈 

自由突出板 3.1 

両縁支持板 2.6 

補剛板 2.8 

 

4．4．3 部材等の重要度や破壊の影響度を考慮す

るための係数：φn 

係数φnについては，表-4.6 のとおり，各限界状態

に至るまでの挙動及びそれ以降の強度・変形特性を

考慮して安全余裕を提案した． 

引張部材に関しては，限界状態以降の強度特性を

考慮して，使用限界状態(降伏強度)より終局限界状

態(引張強度)に対して，道示における SM570 材の許

容応力度の安全率を基本に，両者の安全余裕を提案

係数 安全余裕 設定方法 

φM

材料強度，部材

耐力に応じた

安全余裕 

材料，モデル，及び幾何学的な不確実

性(材料強度の特性値からの望ましくな

い方向への変動，部材耐力の算定上の

不確実性，部材寸法のばらつきの影響

等)を考慮して設定 

φn
限界状態に応

じた安全余裕 

部材等の終局限界状態以降の強度特性

を考慮して設定 

Ψ 

φM，φn及び荷

重側の安全余

裕とは別に確

保しておくべ

き安全余裕 

橋全体系として確保しておくべき安全

余裕や上記部分係数には含まれない不

確実要因を考慮して設定 

(a) 引張部材 

(b) 圧縮部材 

図-4.3 各限界状態に対する設計限界値 

×抵抗係数φRy

変位

引張力

降伏強度Py

引張強度Pt

：降伏点

：最大点

終局限界状態

使用限界状態

×抵抗係数φRt

十分な安全余裕を考慮

した上で超えないこと

安全余裕を考慮した上で超えないこと

Rd=min(σyk･φRy，σuk･φRu)
設計限界値Rd

変位

圧縮力

座屈強度Pcr

設計限界値Rd

：線形限界点

：最大点

×抵抗係数φRcr

十分な安全余裕を考慮した上で超えないこと

終局限界状態

Rd＝Pcr･φRcr

表-4.4 鋼部材における安全余裕の内訳(案) 

表-4.5 抵抗側の強度特性値に対する信頼性指標 
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した． 

圧縮部材に関しては，前述のとおり基準耐荷力曲

線の中に，安全率 1.7 とは別に安全余裕が考慮され

ている照査項目があり，必ずしも安全率が一律に設

定されているわけではない．例えば，自由突出板に

おいては，座屈パラメータに対して最大 5 程度の安

全余裕が確保されている．この安全余裕をφnで考慮

し，今後，図-4.4 に示すように基準耐荷力曲線の見

直しと合わせて，統一的なφnの設定を検討する予定

である． 

 

 

部材の例 使用限界状態 終局限界状態 

引張部材 
降伏強度に対して 

≒1.0 

引張強度に対して

≒0.77(=1.7/2.2) 

圧

縮 
部

材 

終局強度が 
降伏に達する領域 
(座屈パラメータ

小) 

降伏強度に対して 
≒1.0 

－ 

上記以外 
(座屈パラメータ

中～大) 
－ 

最大強度に対して

≒1.0～0.77 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4．4．4 φM,φn 及び荷重側の安全余裕とは別に確

保しておくべき安全余裕を考慮するための

係数：Ψ 

現行設計基準における安全余裕は過去の様々な経

緯から設定されており，大きな過不足があるとは考

えにくいため，当面現行設計と同程度となるように

設定することを基本としている．部分係数設計法書

式により設計した場合に，現行設計法と乖離が生じ

る場合には，この係数により調整することも検討す

る．ただし，今後，この係数により確保されている

安全余裕を分析し，さらに細分化することで，安全

余裕を見直すことも考えられる． 

 

4．5 鋼部材の局部座屈強度規定の見直しに関する

検討 

4．5．1 検討方針 

前述のとおり，現行設計基準の局部座屈に対する

基準耐荷力曲線(安全率 1.7 を考慮する前の強度曲

線)には，幅厚比パラメータの大きな領域に対して，

終局限界状態以降の強度特性を考慮した安全余裕が

確保されている．また，この安全余裕の大きさにつ

いては局部座屈の強度規定間で統一がとられている

わけでなく，かつ必ずしも合理的な値でないと考え

られることから，部分係数設計法への移行に合わせ

て，合理的かつ信頼性の高い基準耐荷力曲線への見

直しの検討を行った． 

検討対象は自由突出板(圧縮フランジ等)，両縁支

持板(柱のフランジ・ウェブ等)，補剛板(箱桁の圧縮

フランジ等)の局部座屈強度である．抵抗側の設計限

界値 Rd は，式（4.3）で与えられる．ここで，局部

座屈強度の設計限界値は，幅厚比パラメータに対し

て連続性を確保しようとすると，強度特性値 Rk，安

全余裕 φn の双方が変数となり，実務上設計が煩雑

になることから，Rk に φn を組み込んだ基準耐荷力

曲線 Rk’とした． 

φR＝φM・ψ・φn・Rk ……………………（4.3） 

         Rk’ 

 ここに，Rk：部材等の抵抗強度の特性値（強度特

性値），Rk’：基準耐荷力曲線（=φn・Rk） 

 

4．5．2 強度特性値 Rkの設定 

局部座屈強度の強度特性値(Rk)は，実験データの下

限値(2.3%フラクタイル値)を基本として，解析デー

タも参考に設定した． 

(1)自由突出板 

 図-4.5 の実験データは，S55 道示改定時に規定さ

れた基準耐荷力曲線を設定する際に収集されたもの

である．なお，幅厚比パラメータについては，突出

幅の取り方などが文献間で異なるため，道示の規定

に従って再整理した値 16)を用いている．実験データ

の統計量は，これらの実験値を幅厚比パラメータ毎

φn：大       小 

(安全余裕小)         (安全余裕大)

表-4.6 φnのイメージ 

図-4.4 基準耐荷力曲線に対する係数φnのイメージ 

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

σ
c
r
/σ

y

座屈パラメータ

統計データ(平均値)
統計データの下限値（平均値-2×標準偏差）

非弾性座屈領域

φn＝1.0～0.78
弾性座屈領域

φn＝0.78

降伏に達する

領域

φn＝1.0

安全率※11.7 安全率1.7～2.2 安全率2.2

部材強度特性値

(基準耐荷力曲線)

ν=1.7

ν=2.2
(強度特性値)×φn

※2

※1：許容応力度法で考えた場合の安全率

※2：すりつけ方は今後調整するが，基準耐荷力

曲線の中で考慮することも考えられる
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に集計し，平均値及び下限値相当(2.3%フラクタイル

値(平均値-2×標準偏差))を示している． 

解析データは，小松ら 17)，奥井ら 18)，小野ら 19)

による 3 辺単純支持・1 辺自由板を対象とした解析

によるものである．小松らの解析における残留応力

は，福本らの研究で提示された残留応力頻度分布 20)

の 90 パーセンタイルに相当する 0.4σy，初期たわみ

を部材精度の現行設計基準における許容値である

b/100 としており，ほぼ上限値の初期不整を考慮した

結果と考えられる．奥井らの解析では，残留応力頻

度分布(平均値:0.23σy，標準偏差:0.145σy)
20)及び初期

たわみ頻度分布(平均値: b/108，標準偏差: b/154)17)の

ばらつきを考慮し，モンテカルロシミュレーション

を用いて最大強度の統計量を算定している．解析デ

ータの下限値は，解析データを正規分布と仮定した

場合の 2.3％フラクタイル値としている．小野らの解

析では，残留応力を 0.25σy，初期たわみを b/100 とし

ている．なお，解析データについては，使用ソフト

の違いにより結果にバラつきが見られたことから，

参考データとして扱うこととした． 

強度特性値としては，実験データを基にほぼ下限

側に相当する曲線を提案した．0.6＜R＜1.0 の付近で

は解析値が強度特性値を若干下回る傾向を示すが，

初期不整等の解析条件が安全側の仮定である可能性

も考えられるため，実験データを基本に現行の限界

幅厚比 R=0.7 を踏襲して設定した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)両縁支持板 

 図-4.6 の実験データは，文献 21)～25)の実験結果

を基に示している．これらの実験データのうち，文

献25)，26)の試験体は４辺単純支持板，文献21)，24)，

25)の試験体は箱断面としたものであるが，これらの

実験結果から，初期たわみを計測している実験デー

タの中で，道示で規定されている許容値（b/150）を

満たさないデータ，及び HT780 に対するデータを取

り除いている．実験データの統計量は，これらの実

験データを幅厚比パラメータ毎に集計し，平均値及

び下限値相当(2.3%フラクタイル値(平均値-2×標準

偏差))を示している． 

解析データは，奥井ら 18)及び小野ら 19)による 4 辺

単純支持板を対象としたものである．奥井らの解析

では，残留応力頻度分布(平均値：0.23σy，標準偏差：

0.145σy)及び初期たわみ頻度分布(平均値：b/400，標

準偏差：b/520)のばらつきを考慮し，モンテカルロ

シミュレーションを用いて限界強度の統計量を算定

している．解析結果の下限値は，解析結果を正規分

布と仮定した場合の 2.3%フラクタイル値としてい

る．小野らの解析では，残留応力を 0.25σy，初期た

わみを部材精度の許容値である b/150 としている．

なお，解析値については，境界条件や初期不整条件

について精査が必要と考えられ，現時点では参考デ

ータとして扱った． 

強度特性値としては，実験データを基にほぼ下限

側に相当する曲線を提案した．0.5＜R＜0.9 の付近で

は解析データが強度特性値を若干下回る傾向を示す

が，初期不整等の解析条件が安全側の仮定である可

能性も考えられるため，実験データを基本に現行の

限界幅厚比 R=0.7 を踏襲して設定した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)補剛板 

 道示改定の根拠とした実験 27)以外にも様々な実験

的研究が行われてきており，それらの実験データと

基準耐荷力曲線を比較した．図-4.7 は西野ら 28)，小

松ら 29), 30)によって実施された補剛板の実験データ

図-4.5 自由突出板の基準耐荷力曲線と既往の研究成果の比較 

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0 1.2 1.4

σ c
r
/ σ

y

幅厚比パラメータR

オイラー座屈

道示Ⅱの基準耐荷力曲線

実験ﾃﾞｰﾀ

実験ﾃﾞｰﾀ(平均値)
実験ﾃﾞｰﾀ(下限値)
小松らの解析ﾃﾞｰﾀ(0.4σy，b/100)
奥井らの解析ﾃﾞｰﾀ(平均値)
奥井らの解析ﾃﾞｰﾀ(下限値)
小野らの解析ﾃﾞｰﾀ(0.25σy，b/100)
強度特性値 (Rk)

Rk=-0.667R+1.467 (0.7<R≤1.0)

Rk=0.573R2-1.812R+2.039 (1.0<R)

図-4.6 両縁支持板の基準耐荷力曲線と既往の研究成果の比較 

0.0
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0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0 1.2 1.4 1.6 1.8 2.0

σ c
r
/ σ

y

幅厚比パラメータ R

オイラー座屈曲線
道示・基準耐荷力曲線
実験ﾃﾞｰﾀ
実験ﾃﾞｰﾀ(平均値)
実験ﾃﾞｰﾀ(下限値)
奥井らの解析ﾃﾞｰﾀ(平均値)
奥井らの解析ﾃﾞｰﾀ(下限値)
小野らの解析ﾃﾞｰﾀ
強度特性値

Rk=0.200R2-0.900R+1.300 (1.0<R)

Rk=2.778R2-6.056R+3.878 (0.7<R≤1.0)

(Rk)
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の中から，道示における規定の適用条件を満たす実

験データのみを抽出してプロットしたものである．

実験データの統計量は，これらの実験データを幅厚

比パラメータ毎に集計し，平均値及び下限値相当

(2.3%フラクタイル値(平均値-2×標準偏差))を示し

ている． 

 強度特性値の提案式としては，限界幅厚比を 0.5

とし，これらの実験のほぼ下限値に相当する曲線を

提案した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4．5．3 安全余裕(φn)及び基準耐荷力曲線(Rk’)の

提案 

座屈領域における安全余裕φnは，4.5.2 で提案し

た強度特性値と現行道示の基準耐荷力曲線の差を比

較すると，各強度間で異なる．安全余裕φnが最も小

さいのは補剛板であり，その基準耐荷力曲線によっ

て不具合が生じていない現状から，現行の補剛板が

有する安全余裕をφnとして妥当な値と考えて，統一

的に確保すべき安全余裕φnとした．具体的には，補

剛板における強度特性値の安全余裕が，常時におけ

る幅厚比制限値(R=1.0)で 1.9，施工時における幅厚比

限界値(鋼種別の最大値 R=2.0)において 2.6 であり，

この値を基本に他の局部座屈強度にも付与した．た

だし，自由突出板の場合は，常時における幅厚比制

限値が規定されていないため，安全側を考慮して，

鋼種別の最小の幅厚比制限値(R=0.88)に対して安全

率 1.9 を付与することとした． 

 基準耐荷力曲線は，強度特性値 Rk に部分係数 φn

を乗じる形で a)～c)の式のように表される．自由突

出板，両縁支持板に関しては， 二次式を用いて近似

した．補剛板に関しては，前述のとおり現行道示と

同じ基準耐荷力曲線である（図-4.8～図-4.10）． 

 

a)自由突出板 

 

 

 

 

b)両縁支持板 

 

 

 

 

 c)補剛板 
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図-4.7 補剛板の基準耐荷力曲線と既往の研究成果の比較 
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図-4.8 自由突出板としての局部座屈強度 

(5.0)

(4.0)

(3.0)

(2.0)

(1.0)

0.0 

1.0 

2.0 

3.0 

4.0 

5.0 

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

1.6

1.8

2.0

0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0 1.2 1.4

σ c
r
/ σ

y

幅厚比パラメータ R

オイラー座屈曲線

実験データ(平均値)
実験データ(下限値)
強度特性値

現行の基準耐荷力曲線

基準耐荷力曲線

現行の安全率

安全率

1.7

安
全
率

基準耐荷力

曲線(Rk')

強度特性値(Rk)

2.6

φn=1.0～0.9 φn=0.9～0.65

幅
厚

比
制

限
値

（
SM

57
0）

幅
厚

比
制

限
値
（

SM
40

0）

1.9

(Rk)

(Rk')
限

界
幅

厚
比

図-4.9 両縁支持板としての局部座屈強度 
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5．おわりに 

本研究では，厚板の適用を前提とした構造合理化

に向けた検討として，高力ボルト摩擦接合継手で厚

板を適用した場合のすべり耐力を明らかにするとと

もに，ボルト列数制限や設計すべり係数に関する検

討した． 

次に，各種座屈強度規定について，道示に規定さ

れた昭和 48 年以降の実験的研究及び解析法の進歩

を踏まえた最新の知見並びに諸外国基準と比較した

際の乖離を解消するため，構造合理化に向けて強度

規定を検討した．まず，溶接箱形断面部材の座屈強

度を対象として，実構造断面諸元の整理，強度の支

配因子である残留応力データの収集，弾塑性 FEM，

既往の実験データの比較分析等を行い，設計に用い

る基準耐荷力曲線を提案した．また，局部座屈強度

における基準耐荷力曲線について，既往の実験及び

解析データを基に，実験データの下限値相当である

強度特性値を設定することにより，現行設計基準に

おいて最大強度以降の強度特性を考慮して確保され

ている安全余裕を明らかにした．その上で，補剛板

において考慮されている安全余裕を自由突出板，両

縁支持板で考慮した場合の基準耐荷力曲線を提案し

た． 

最後に，道示共通編に示される橋の要求性能に対

応して，鋼部材及び鋼上部構造の照査の基準となる

限界状態を定義し，現行設計基準に示す照査の位置

づけ，照査項目，工学的指標を整理し明確にしたう

えで，設計限界値と設計応答値との比較による照査

体系への考え方を示した． 

抵抗係数の設定においては，従来より考慮されて

いる安全余裕の確保を基本としつつ，鋼材料や鋼部

材の強度特性等に関する実験データ等を踏まえ，信

頼性設計の考え方に基づき係数の設定を行うととも

に，考慮する安全余裕に応じた抵抗係数の内訳の分

類・整理を行い，係数設定の考え方を示した． 
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